
 

- 1 - 

 

負担対象工事の指定について 

 

港湾法（昭和２５年法律第２１８号。以下「法」という。）

第４３条の５の規定に基づき、名古屋港管理組合が港湾環境

整備負担金（以下「負担金」という。）を徴収するために定め

た名古屋港管理組合港湾環境整備負担金条例（昭和５５年名

古屋港管理組合条例第５号。以下「負担金条例」という。）に

より、平成２８年度の負担金の徴収対象に指定する港湾工事

については、法の趣旨等を勘案し、次のとおり定めるものと 

する。 
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負担対象工事の指定について 

 

工事の種類及び名称 負担区域 工事の内容 

 

工事に要した費用 

（Ａ） 

１ 

・港湾環境整備施設（施設の敷地を含む。）

の建設又は改良の工事 

①中川運河（堀止）緑地用地造成工事 

②楠南広場改修工事 

③新舞子マリンパーク整備工事 

④臨港緑地整備工事 

臨港地区 

・緑地、広場、植栽、

休憩所等の建設

又は改良のため

の工事 

千円 

１２２，４１０ 

① ６１，８００ 

② ３３，４３３ 

③ ２２，７４２ 

④  ４，４３５ 

２ ・港湾環境整備施設の維持の工事 臨港地区 

・除草、施肥、樹木

補植、清掃、附属

施設の修繕等緑

地維持のための

工事 

１９９，５３４ 

３ ・漂流物の除去その他清掃のための工事 

臨港地区 

及び 

港湾区域 

・漂流物の除去及

び処理のための

工事 

３０，４２３ 

計   ３５２，３６７ 

・ 緑地整備箇所図のとおり 

・ 港湾環境整備施設の建設又は改良の工事に対する負担区域内の事業場敷地面積の合計には、

事業場予定面積２，６０５千㎡を含む。 
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負担割合 

（Ｂ） 

 

負担対象額 

（Ａ）×（Ｂ）＝（Ｃ） 

負担区域内の事業

場敷地面積の合計 

（Ｄ） 

負担対象事業者の事

業場敷地面積の合計 

（Ｅ） 

負担金徴収 

予定額 

（Ｃ）×（Ｅ）／（Ｄ） 

１㎡当たり

の負担金額 

 

１／１６ 

１／８ 

１／８ 

１／２ 

千円 

 

 

１３，１０２ 

千㎡ 

 

 

３７，２４４ 

千㎡ 

 

 

２７，１５４ 

千円 

 

 

９，５５２ 

円／㎡ 

 

 

０．３５ 

１／２ ９９，７６７ ３４，６３９ ２７，１５４ ７８，２０８ ２．８８ 

１／２ １５，２１２ ３７，６６３ ３１，２９０ １２，６３７ ０．４０ 

 １２８，０８１   １００，３９７ ３．６３ 

 


